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外国人との人間関係
―グローバル化する職場における信頼と相談― 

安田 雪 リクルートワークス研究所・客員研究員

職場における外国人との人間関係を調査し，外資系・非外資による差はあるが，日本人の多くが職場の外国人

と相談関係及び信頼関係を構築していること，各自の対人関係性向を統制すると，年齢や学歴の信頼構築に対す

る効果は認められなくなること，外国人との信頼及び相談関係の構築には，本人の対人関係性向と異質性への寛

容性，とりわけ長期的コミットメントの代理変数である他者の転職意向への警戒感が重要なことを確認した。
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Ⅰ．はじめに

我が国が少子高齢社会に突入した現在，外国人

労働力に対するニーズは，職種を問わず高まる一

方である。前世紀の外国人労働者の大多数が生産

工程における非熟練マニュアル労働に従事してい

たのに対し，近年では「外国人高度人材」と呼称

されるホワイトカラー専門職に携わる外国人の数

も増えている。2007 年の世界金融危機に端を発す

る景気低迷が続く現在，余裕をなくした企業は，

代替性の高い，短期雇用の非熟練労働力を切り捨

てざるをえず，派遣従業員や請負など非正規従業

員の雇用確保は政財界の一大問題化している。一

方,優れた人材に対する企業のニーズは切実であ

り,日本企業においても，国籍に関わらず優秀な人

材を確保することが至上命題になる。だが，100
パーセントではないものの，学歴を一定の能力水

準の判断基準として用いうる日本人労働者と異な

り，外国人労働者の場合には,能力水準を一定程度

でも高い確率で予測できる指標は多くはない。海

外の大学の卒業証書ないし成績証明書は形式的メ

ルクマールにしかならず，日本人でも多かれ少な

かれ同様の問題はあるとはいえ，大学の卒業証書

及び成績証明書は，保持者の労働力としての価値

予測に十分,役立つとはいいがたい。 
現場においては，母国語はもちろんのこと，業

務遂行に必要な最低限の日本語読み書き能力，さ

らに英語ができる，外国人労働者であれば，「ある

程度は使える」すなわち，その人材が，「母国語に

加えて複数の言語を駆使する能力があるという事

実をもって，一定レベルの記憶力，知識と論理力

をそなえていると推定しうる」iというような，個

別人事担当者の経験値の蓄積はあるものの,それ

らは個々の企業に分散して存在しているにすぎな

い。いかなる外国人が，我が国の企業においてそ

の能力をいかんなく発揮し，日本人従業員との巧

みなチームプレーを遂行し，企業側からの投資期

間をこえて中長期的に定着してくれるのか。この

予測はきわめて難しい。

我が国の外国人労働者の労働条件や居住条件に

ついては，出身国による差異もあり，複雑かつ多

様な法的規制がある。そしてまた，外国人労働者

自身のほとんどが本国の家族をはじめとする血縁

者，友人や知人と強いつながりをもつ以上，日本
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企業ないし居住地としての日本に対する定着度や

長期的なコミットメントの度合いを一律に論じた

り予測したりするには無理がある。日本人従業員，

とりわけ若手社員についてでさえ，就労し続ける

とすれば日本の国内労働市場の範囲におそらくと

どまっているだろう以上の予測が難しくなってい

るのが昨今の情勢である。ましてや，外国人労働

者が，日本企業にどの程度，定着するのかを判断

して教育投資を行うのは非常に難しい。

では，日本企業の職場において，我々日本人と

外国人とが協業しつつ生産性をあげ，ある程度の

長期的な展望を共有しながら業務を遂行していく

ためには，我々にできることは何か。日本人サイ

ドとしては，何に留意しなければならないのか。

本論では，グローバル化する職場において，外

国人と信頼関係を築くための条件の一つとして，

日本人従業員が備えるべき対人関係性向について

考察する。なぜならば，既に述べたように外国人

が日本企業に定着しやすくするための個別要因や，

彼らがより良く働ける状況を作りだすための制度

を考えることは長期的にはきわめて重要であるが，

外国人労働者にはその人数だけ，個人的な事情が

あり，切れ得ぬ祖国や血縁者との社会的，制度的，

個人的つながりがある。したがって，定着を促進

あるいは阻害する要因も千差万別であり，それら

は十把一絡げにして解決することも不可能ならば，

すべてをしらみつぶしにすることも，外国人がほ

んの少数でない限り雇用主には不可能であり，個

別対策は一般的な解決にはつながらないからであ

る。

したがって，本論では，外国人のありかたに着

目するのではなく，反対に，外国人と職場で友好

的な人間関係を保ち，彼らの能力を引き出し，チ

ームとして共に働きうるのはどのような日本人で

あるのか，外国人と働く日本人側に注目し,その資

質を検討する。本論の目的は，どのような外国人

が定着しその能力を遺憾なく発揮するかではなく，

どのような日本人が外国人と良い関係を保ち，外

国人と共に職場で双方の力を発揮するのかを明か

にすることである。

Ⅱ．職場はグローバル化しているのか

本論の大前提として，日本企業における職場は

本当にグローバル化しているのだろうか。まずは，

職場のグローバル化について確認したい。

だが，ここで第一に問題となるのは，グローバ

リゼーションという概念が示唆するものは多義的

であり，共通した見解があるわけではない（伊豫

谷，2002）。当然，グローバル化についても，人，

物，金（資本）が国境の枠組みを超えて自在に流

動化する歴史の発展経緯の一段階，程度のゆるい

定義でとらえられることが多く，それ以上に，広

く共有されている具体的なプロセスや動きがある

わけではない。おそらく，国家権力を越えた国際

政治権力主体の活動や，国境を越えての経済活動

の拡大状況と，それにともなう各国社会にみられ

る多様化と差異化の共進展状態といったところが

共通理解であると考えられる。

本論では，この政治的側面については考慮せず，

国境を越えて流動化する経済活動が労働市場を媒

介に，日本企業に影響を与えるそのプロセスを，

グローバル化と定義する。

職場のグローバル化を定義する前に，ここでグ

ローバル企業（Global Corporation）について

考察し，両者の違いを押さえておきたい。後者は

“最適な経営資源を世界に求め，これらにより世界

の主要市場において，統一的な経営方針により，

製品，サービスを提供する企業”（有村，2006
p.9）と定義され，取締役や経営者に外国人が多く，

企業統治が国際的水準になり，売上高に占める外

国売り上げが国内よりも大きい，主要国に販売会

社，生産拠点などの現地法人を有し，ブランドま

たは社名の世界的認知度が高く，英語が公用語で

あるなどの条件を備える必要があるとされている

（有村，2006，p.10）。仮に上記の条件を必須と

するならば，我が国の企業は少数の例外を除きほ

ぼグローバル企業ではないことになる。だが,グロ

ーバル企業ではなくとも,グローバルな職場は存

在しうる。
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一般に，職場がグローバル化しているとして従

業員に認知されるためには，少なくとも，職場に

おいて外国人との接触が一定量，一定期間以上継

続していることが必要であろう。具体的には，

 (1)職場に，正規・非正規を問わず，外国人が

常に複数，働いている。

(2)公用か否かを問わず，日本語に加えて，日本

語以外の何らかの外国語が仕事で使われることが

少なからずある。

この二つの条件が満たされる必要があると考え

られる。逆に言えば，複数の外国人が常に働いて

おり，日本語以外の言語が業務時に使われること

がある職場であれば，その職場はグローバル化し

つつある，あるいはその期間次第でグローバル化

したとみなしうるだろう。この定義では，日本人

だけの職場で，外国語のメールや書類を扱い，海

外との取引業務を行っている職場は，グローバル

化した職場とはみなされない。業務内容がグロー

バルなものであっても，仕事をともに行う日本人

以外の人間が，その「場」にいないからである

要するに，グローバル職場とは，“外国人が働い

ており，従来からの「日本人・日本語・日本の企

業文化」という従来のナショナルな行動，思考様

式をこえた仕事のしかた，進められかたが求めら

れる職場”と定義できる。 
さらに，職場のグローバル化は連続量の概念で

あるから，その進展は，外国人数の増加，さらに，

出身国(地域)数の増加，職場で使用される言語数

の増加といった複数の変数の合成で概念的には構

成されよう。要するに，職場のグローバル化とは，

企業の業務内容や国際的な認知度とは全く無関係

の，職場で働くごく一般の日本人にとって，日本

以外の国籍をもち，日本語ではない言語を母国語

とする人々との業務共有化なのである。本論では，

職場のグローバル化を以上のようにとらえる。

入管協会によれば，近年の在留資格別外国人数

は（法務省入国管理局，2005）約 216万人である。

この数は，永住者，登録者，非正規者を含む。登

録者は，「留学・就学」「家族滞在，短期滞在」「日

本人の配偶者等定住者」「永住者，同配偶者等」「文

化活動，一時庇護，未取得者」「その他」のカテゴ

リーを含むが，これらを除き，国内で就労状態に

あるカテゴリーの者をみよう。

登録者のうち，「人文知識・国際業務，企業内転

勤」のホワイトカラーは 58,675 人，さらに「教

授，芸術，宗教，報道，投資・経営，法律，会計

業務，医療，研究，教育，技術」と分類される「専

門・管理的労働者」群が 55,334人，約 11 万 4 千

人である。なお，登録者のうち就労状態にあるな

いし近いものとしては「興業」64,742人，「研修」

54,317 人のカテゴリーがあり，前者は女性を中心

に一種のサービス業に特化した者，後者は技能研

修・実習生である。他に「技能，ワーキングホリ

デ－，特定活動（その他）」カテゴリーがあり，

76,683 人が登録されている。なお，「特定活動（そ

の他）」は“主として研修終了後の技能実習生から

なっている”とする論（駒井，2007）もある。 
これら統計を見る限り 2005 年時点においては,

ホワイトカラーは相対的には少ないが,国内で就

労する外国人労働者の数は例外的な存在とはみな

せないことがわかる。

国勢調査によれば，2000年10月1日時点では，

外国人就労者は約 40 万人（大韓民国及び北朝鮮

の国籍保持者を除く），2005 年 10 月 1 日時点で

は約 68万 5 千人（入管局，2005），国別でもっと

も多いのがブラジル日系人労働者，ついで中国，

東南アジアと南アジア，米国，ペルーという順に

なる。きわめてざっくりした計算だが日本人労働

者数を 6,300 万人，外国人の合法的労働者を 68
万人とすると，外国人労働者は全体の 1.07%にな

り，日本で働く人 100 人に 1人以上が外国人であ

ることになる。

これは雑ぱくな計算であり，外国人労働者は，

全国津々浦々の大小様々な企業に均一的に分布し

ているわけではないこと，男性は生産工程・労務

作業，女性は興業を中心とするサービス業など特

定の業種や，一定の規模の企業に多いことなどか

ら，日本人就労者 100 人に 1人が職場で外国人と

接しているということにはならない。だが，少な

からぬ割合の日本人が職場で，外国人と接触して
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いることは間違いがなく，自分の職場以外で，取

引先などの業務上接する他社において，あるいは，

仕事外でも一般消費者として外国人から財やサー

ビスを購入したり提供されたりするなど，日本の

職場が国際的に閉ざされた空間ではないという実

感は，誰にでもあるだろう。

職場や仕事で外国人と接する人の数や割合も増

加するはずだ。以上をふまえるならば，地理的，

業種的，企業規模的に均一でないという前提の上

で，我々日本人の職場にグローバル化が進展して

いると判断するのは妥当だと筆者は考える。

ここでやや本論を外れるが重要な点を指摘して

おきたい。それは，これらの膨大な数の外国人の

働き手は，比較的固定的に職場に定着して仕事を

しているのか，それとも短期間の職業移動を流動

的に繰り返しているのか，つまり安定性である。

雇用統計や国勢調査はこの詳細を明かにはしてく

れない。国内で合法的に外国人労働者数十万人が

働いているということは，外国人労働者数十万人

が安定的に定着して働いていることとは同義では

なく，その人的資本総量についてのインプリケー

ションも異なる。

一般論になるが，国籍に関わらず，雇用者数は

その時々（モメント）の頭数として重要だが，将

来の我が国の人的資源量を大きく左右するのはそ

の背後の安定性である。就業者の定着状況によっ

て，企業特殊的能力や技術，労働市場全般に通じ

る能力や技術の習得度合いが大きく異なる。短期

的不安定就労を繰り返す者には，企業特殊的な能

力や技術が身につきにくく，個々の企業が教育投

資を繰り返えさざるをえず，非効率かつ不経済で

ある。安定した人間関係に基づく協業関係の構築

のためには，日本人のみならず外国人従業者双方

の，中長期的な定着が実現される必要がある。

さて，グローバル化した職場において，日本人

員は外国人と巧みかつ円滑に任務を遂行し，共に

働く仲間として彼らと豊かな協働関係を築けてい

るのだろうか。次節以後，この点を詳しく考察し

ていきたい。

Ⅲ．外国人と協働できるのか

外国人と協働するためには，まずは外国人が採

用され，彼ないし彼女が職に定着する必要がある。

武藤は外国人雇用は戦略的テーマであり，実現で

きる企業とできない企業には大差がつく（武藤，

2006）と論じられているが,外国人の採用と教育

には経済的及び時間的コストが膨大であり，かつ

リスクも大きい。日本人労働力との比較において

これを採用するだけのメリットがなければ，企業

は外国人労働者の採用にはふみきらないであろう。 
先のグローバル企業の定義にあてはまるほどの

余裕と実績のある企業ともなれば，MBA 保持者

をはじめ優秀な外国人人材の採用に積極的にもな

りうるし，就職を希望する外国人も多く，好循環

で外国人の採用,就労を可能にしうる。 
一方，人手不足が進展すると，中小企業をはじ

め，外国人採用の実績及びノウハウが少ない企業

は，「女性・高齢者・外国人」の三点セットからと

りかかろうとはするものの，本当に欲しい優秀な

人材を確保ができない，あるいは準備や情報不足

のまま強引に採用だけを進めてしまうと，結果と

していくら採用しても外国人は定着しないという

悪循環にはまる。ここには外国人の「採用の難し

さ」にくわえ，彼らの「定着の難しさ」という二

重の問題が潜んでいる。

ダイバーシティ・マネジメントと同じく，外国

人の雇用は，規範論的に論じられることが多い。

コンプライアンス（法令遵守）の観点から女性や

マイノリティ雇用にアメリカ企業がきわめて積極

的であるように（有村，2007，p.20），CSR の一

貫として発展途上国の外国人を雇用し技術教育を

施す活動が重要だとする考え方もある。

だが，法的強制力で一定数までの外国人が企業

において研修等の名目で働くことのできるしくみ

を作ることは可能であろうが，本質的な部分にお

いて，職場でマジョリティを占め，企業文化を司

る日本人従業員の意識変革や職場の風土の改革な

しには，外国人のビザ獲得から入国，採用までは

可能になったとしても，より重要な，技能や技術
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を習得するまでの安定した長期的就労，さらには

企業の当該外国人対する教育投資分を回収できる

レベルまでの継続的就労を実現させることは不可

能であろう。

要するに，企業風土や制度，そこに働くマジョ

リティである日本人従業員の意識変革及び態度変

容なしには，外国人の長期的定着と万全なる活用

はできない。そのために必要なことは何か。

本論では組織レベルの問題解決ではなく，企業

で働く一人一人の従業員レベルでの，外国人高度

人材との協働関係構築について考察する。職場の

日常の業務遂行レベルに視野を限定するのは，職

場の従業員に視線をフォーカスすることで，具体

的な，働く個人レベルでの問題解決法を模索する

ためである。

日本企業が外国人を雇用する難しさについては，

海外現地法人の幹部養成や，海外工場における現

業従業者の人事労務問題など，日本企業が海外の

拠点において現地の人材をいかに管理するかとい

う枠組みで多くの検討がなされている（平澤他，

2001）。現地の文化の理解，語学力，ビジネスコ

ミュニケーション不足（亀田，2003），異文化コ

ミュニケーション摩擦（西田，2007）など，文化

とコミュニケーション要因はとりわけ多くの研究

で強調され，企業文化や企業風土，日本人固有の

非言語的理解の強制等の問題が詳しく論じられて

いる（石田，1996）（小池，2007）（西田，2008）。
また，日本における外資系企業の日本人材の育成

についても，白矢（2007）が詳しく論じている。 
なお，国内に立地する日本企業における日本人

と外国人，それもホワイトカラーの外国人との協

働関係についての詳細な研究は，筆者のみる限り

ほとんど存在していない。この欠如は，最近まで

外国籍のホワイトカラー人材が，外資系以外の企

業においてきわめて少数であったことによるもの

であろう。

国内の日本企業における外国人労働者研究では，

人手不足に悩む労働集約型の産業(多くが製造業)
による外国人労働者の受け入れについては多数の

蓄積がある(駒井，2006)ものの，日本企業におけ

る外国人の高度人材の雇用及び協働関係について

の研究はまだまだ稀少といわざるをえず，その多

くが海外の事業拠点に特化してなされており，現

地における外国人従業員と海外派遣日本人社員と

の問題解決手法や，現地の管理職候補の養成など

に関するものである（石田，1996）。 
これらの一連の研究結果とそれに基づく提言を

まとめるならば，要するに，語学力とコミュニケ

ーション力をつけ，日本であれ外国であれ，他国

の文化への理解を深め，各国のビジネスの進め方

の違いを意識しようということになる。正論だが

具体性に欠け，反証はしにくいが示唆に乏しい。

組織の三つの構成要素の一つであるコミュニケ

ーショはすなわち意思疎通のための語学力と不可

分であり，語学力なしには外国人と良き協働関係

達成は不可能であり，また，他者が行動の前提と

して備えている規範や慣習とその下部構造である

文化理解の重要性は強調しても強調しすぎること

はなかろう。

だが，コミュニケーション力も文化も,影響力を

持つ要因としてみなすのは適切とは言い難い。両

概念は重要ではあるがあまりにも抽象的かつ包括

的すぎる。共に，他者との相互理解を促進したり，

妨げたりする重要な鍵概念であるにもかかわらず，

きわめて膨大な文脈にあてはまるだけに，具体的

な問題の本質が絞り込めない。さらに，これらが

問題であるとした場合にも，何をどうしたら今後

の状況が改善され，そのためには，どういう行動

をとるべきかを明示できないという本質的な問題

がある。抽象的，上位概念の悲劇であり，これら

の抽象的概念は，中範囲の命題に絞り込みうる作

業定義可能かつ計量可能な概念に落とし込まれる

必要があると考えられる。

これが，本論において，文化やコミュニケーシ

ョン力と全方位的な概念のうち，職場における対

人関係のありかたという側面に限定して分析を進

めていく理由である。

Ⅳ．仮説―信頼関係と相談関係 
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以下では，コミュニケーション力という変数を，

職場における他者との関係構築力として定義し，

さらにこの人間関係構築力を行動パターンにより

分類することで，外国人との円滑な協働関係形成

の問題を考えていく。

職場における人間関係に限定されるものではな

いが，対人関係のパターンを類型化する一つの重

要な枠組みが，橋渡し型と結束型の対比である

(Burt， 2007)。「橋渡し型」(Brokerage)と「結

束型」(Closure)は，Burt(2007)の構造的空隙理論

に基づく。空隙理論においては，互いに知り合い

でない人々を紹介したり橋渡ししたりするのが好

きな，いわば風通しの良い関係を築く人を「橋渡

し型」，一方，自分の周囲にお互いが知り合いかつ，

強く結びつきあっている堅固な人間関係を作るこ

とが好きなタイプの人間を結束型とする。

この対概念は，社会関係資本(Social Capital)の
二種の機能メカニズムの類型化に用いられる概念

であり，Burtの論理枠組みでは排他的な二分割概

念として論じられることが多いが，実際には相互

排他的，対立的概念ではなく両立可能な概念であ

ると筆者は考える。

これらの概念が，職場における若年者の転職意

向の分析にも有効な分類枠組みであることも明か

にされており（安田，2008），仕事や職場に対す

る意識との対応関係が見られることが多い(Burt，
2007)。 
そこで，外国人との円滑な協働関係に不可欠と

考えられる，外国人との信頼関係，そして外国人

との相談関係，すなわち，仕事上あるいはプライ

ベートな相談をしたり受けたりすることができる

かどうかと，先の対人関係類型とにも何らかの対

応関係があると考えられる。

以下では，外国人との信頼関係及び外国人との

相談関係の構築程度を調査し，対人関係の類型と

の対応を分析することで，どのような対人関係性

向を備えていると，職場のマジョリティである日

本人が外国人との円滑な協働関係が築きうるのか

を検討していく。

分析にあたっては，外国人と日本人との協働関

係構築に関する仮説を以下のように設定した。

仮説 1：橋渡し型行動よりも,結束型型行動をとる

者のほうが，外国人との相談関係をうまく築ける。

つまり,公私にわたり，外国人から相談を受けやす

く，また外国人に相談をもちかけやすい。

仮説 2：結束型よりも，橋渡し型行動をとる者の

ほうが，外国人と信頼関係をうまく築ける。すな

わち，外国人から信頼され，かつ，外国人を信頼

しやすい。

仮説 3：性別，年齢，学歴などの属性と,外国人へ

の信頼関係と相談関係の構築程度には対応関係が

認められるが,対人関係変数を統制すればこれら

の効果は無くなる。

仮説 4：外資系企業と非外資系企業では，前者の

ほうが，外国人との相談信頼関係，信頼関係がよ

く構築されている。

仮説 1は，相談とは，単純な情報共有行為では

なく，何らかの解決すべき問題，望ましくない自

体に関する情報を共有して相手の協力や知恵を仰

ぐという行為であり，非対称な関係の上に成立す

るものであるため,橋渡し行為を好む相手とより

も，周囲との共依存関係を結ぶ結束型の人のほう

が適合的だと考えられる。

仮説 2は，信頼という計測不能な人間関係の存

在を確信させうるのは,同質性や強い相互関係を

前提とする結束型行動よりも，むしろ異質性に寛

容な橋渡し型行動をとる者のほうが適合的である

と考えられるためである。

仮説 3は，社会的行為の決定要因は個人的生得

的要因ではなく，その人間をとりまく人間関係に

よって決定されるという構造社会学の見地に基づ

き導出される論理である(安田，1997)。 
仮説 5は，元々外資系企業と日本企業において

は，企業文化はもちろん，採用される人材など前

提が違うため,外資系企業において，外国人に対す
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る信頼や相談の程度が圧倒的に高いと考える。新

しくもなく面白みはないが，確認のために付け加

えている。

Ⅳ．調査の概要と結果

上記の仮説を検証するために，2008 年 12 月 3
日から 5日にかけてWEB 調査を実施し，“職場の

外国人との関わり方と仕事についての意識に関す

るアンケート”を行った。対象者は，一都三県（東

京都，神奈川県，千葉県，埼玉県）に常用雇用さ

れており，“現在の職場に外国人がいる”という制

約を満たす男女各 300 人(各上限数に達した時点

で打ち切り)，年齢 20 歳から 60 歳までを対象者

とし，質問項目の設計は筆者が行い，実査及び実

査のWEB 画面設計，回答者の募集とスクリーニ

ング，データの入力はクロスマーケティング社が

行った。

質問票においては，職場満足や転職意向などの

職場意識質問，外国人に対する信頼や相談に関す

る質問，職場の人的関係のありかたについて質問

をしたⅱ。回答は 4件法（1 まったくあてはまらな

い，2あまりあてはまらない 3ややあてはまる，

4 よくあてはまる）の単一選択式としている。外

国人への信頼度や相談行動，人的関係の類型につ

いては複数の回答から合成変数を作成している。

回答者の概要は，平均年齢 36.26歳（標準偏差

9.84），学歴（教育年数）15.30（標準偏差1.69），
外資系企業従業者 139 人（23.2%），非外資系企業

従業者 461 人（76.8%）である。大卒を中心に比

較的高学歴であり，外資系企業従業者が多いこと

が特徴である。

回答者の職場の従業員数の分布と，職場の外国

人従業員数の分布を確認しよう。職場の常用従業

員数は10人未満が11%，10～50人未満が36.3%，

50 人から 100 人未満が 17.7%，100 人以上が

34.8%である。一方，職場の外国人の数は圧倒的

に少ない。1人(23.5%)，2 人(15.5%)，3 人～5人

（22.2%），6 人から 10 人(11.8%)，11 人～19 人

(8.3%)，20 人以上（18.7%）と，5 人未満が過半

数を占め，外国人が 1 人の職場が 1/4 ということ

になる。

今回の調査では回答者の職種データは得られた

が，職場にいる外国人の職種は尋ねていない。そ

のため，回答者が想起した職場の外国人が従事す

る職務，ひいては高度人材であるのか非熟練労働

者であるのかを確定することができない。かわり

に，回答者の職種分布を確認し，これらの職務に

ついている回答者と同じ職場
．．．．

で働いている外国人

との協働関係を本論では問題としていることをこ

こで確認しておきたい。

回答者の職種分類は，サービス 15.2%，保安警

備 0.5%，農林漁業 1.3%，運輸通信 4.2%，生産工

程・労務 4.0%，管理職 10.3%，事務・営業・販

売 33.8%，専門・技術 29.3%，分類不能 1.3%で

あり，過半数はホワイトカラーであり，生産工程・

労務は多くはない。

これらの回答者を対象に，外国人との信頼関係

（図表 1），及び外国人との相談関係(図表 2)を従

属変数とし，年齢，性別，学歴（年数），対人関係

類型変数と外資ダミー変数を独立変数として重回

帰分析を行った結果が，図表 1及び 2である。 

図表 1 外国人との相談関係についての 
重回帰分析

図表 2 外国人との信頼関係についての 
重回帰分析
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外国人との相談関係変数は，「職場の外国人から

仕事上の相談を受ける」，「プライベートな相談を

受ける」と，「外国人に仕事上の相談をする」「プ

ライベートな相談をする」の回答を合計したもの

とであり，最低4点～最高16点の値をとりうる。

一方，外国人との信頼関係変数は，「職場の外国人

に安心して仕事を任せられる」「職場の外国人を心

から信頼している」「自分は職場の外国人に心から

信頼されている」の回答を合計したものであり，

最低 3点～最高 12 点の値をとりうるii。点の高さ

は関係の進化を示す。

ここで留意すべきは，職場の外国人が一人きり

でない限り，回答者は複数の外国人との関係を想

起してしまい，回答が一意に決まらないという点

である。だが，回答者に職場の複数の外国人をそ

れぞれ想起してもらい，複数評価を下してもらう

のは，回答者ごとの同僚外国人数にはバリエーシ

ョンがあり，それを調査するのは非現実的である。

そのため，本調査においては，職場で接触する外

国人との関係を回答者のおおよその認知として回

答してもらうことにした。

図表 2の相談関係からは，年齢，性別，学歴は

すべて非有意でありこれらの属性が外人との相談

関係形成とは無関係であることがわかる，一方，

対人関係形成に関する変数はすべて 1%水準で有

意である，つまり，結束型変数である，“職場では

グループで行動することを好む”は標準化係数

0.149，“自分は職場の人間関係を良く把握してい

る”は標準化係数0.216，橋渡し型の変数である“職
場では人々を紹介することを好む”は標準化係数

0.211 である。外資系ダミー（外資=1）も 1%水

準で有意であり，標準化係数は 0.145 である。

年齢，学歴，性別は，外国人との相談関係形成

には無関係であり，むしろ，対人関係が結束型ほ

ど，職場の人間関係の把握力が高いと自分で認知

しているほど，橋渡し行動をとることが好きなほ

ど，公私にわたり外国人同僚と友好な相談・被相

談関係が形成されていることがわかる。

 信頼関係モデルでは，年齢と学歴は有意な変数

ではないが，性別ダミー（男性=1）が 1%水準で

有意である。標準化係数が－0.094 であり，女性

は男性よりも外国人との信頼関係を形成しやすい

ことになる。対人関係変数をみると，結束型変数

“職場ではグループで行動することを好む“が 10%
水準では有意だが 5%水準は満たさず，これは相

談モデルとは大きく異なる点である。職場の対人

関係把握能力（標準化係数 0.316）と，橋渡し型

変数（標準化係数 0.217）はともに 1%水準で有意

であり，双方の高さは外国人との信頼関係の高さ

につながる。

両モデルに共通するのは，個人的属性よりも人

対人関係変数の影響が大きいことである。また，

三種の対人係変数のうちでは，職場の人間関係把

握能力変数が，相談関係，信頼関係ともに最も影

響力が大きく，年齢と学歴はともに無関係である。

なお，個人的属性では，性別だけは信頼関係形成

と関係があり，女性が男性よりも外国人と信頼関

係を形成しやすいと言える。外資/非外資の差は明

かであり，外資系に勤めている者のほうがより外

国人との信頼関係と相談関係を友好に築けている。 
なお，モデルのN はともに 300，決定係数（R

二乗値）は，相談モデルが 0.251，信頼モデルが

0.255であり適合度は悪くはない。 
以上の重回帰分析の結果をふまえ，仮説検定の

結果をまとめよう。

まず，仮説 1「橋渡し型行動よりも,結束型行動

をとる者のほうが，外国人との相談関係をうまく

築ける」は，ついては，標準化係数が橋渡し型の

ほうが大きいため，支持されなかった。

仮説 2「結束型行動よりも，橋渡し型行動をと

る者のほうが，外国人と信頼関係をうまく築ける」
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については,支持された。橋渡し型行動の標準化係

数が大きく,結束型よりも橋渡し型のほうが外国

人との相談関係を形成しやすいという結果となっ

ている。

仮説 3「性別，年齢，学歴などの属性と,外国人

への信頼関係と相談関係の構築程度には対応関係

が認められるが,対人関係変数を統制すればこれ

らの効果は無くなる」は，年齢，学歴については

相談関係，信頼関係ともに支持されたが，性別に

より信頼関係形成には差があることが明かになっ

た。

仮説 4「仮説 4：外資系企業と非外資系企業で

は，前者のほうが，外国人との相談信頼関係，信

頼関係がよく構築されている」は問題なく支持さ

れた。

Ⅴ. 考察 

以上，職場における外国人との信頼関係及び相

談関係の形成と，職場における日本人の対人関係

性向の対応関係には関連があることが明かになっ

た。

そこで，以下では，具体的にはどのような人々

が，外国人との高い信頼関係や高い相談関係を形

成しやすいのか/しにくいのかを探索的に検討し

ていく。

まず，外国人との信頼関係形成と相談関係形成

のピアーソンの積率相関係数は，0.552（1%有意）

であり，外国人との信頼関係の高さと相談関係の

高さは強い正の相関が認められる。なお，性別に

みると，相関係数は男性のみの場合 0.602，女性

のみの場合 0.552，であり，相関係数は男性のほ

うが高い。良く信頼し信頼される者は，よく相談

し相談される者という好循環が認められる。一方，

単独変数で見る限り相談関係と信頼関係ともに平

均に，性別による有意差はみられない。年齢層（5
歳区切り）分割による分散分析を行っても有意差

は認められない。

年齢，性別等の属性で差が見られず，結束要因

よりは橋渡し要因の効果が大きいという一連の結

果をふまえると，職場の外国人との関係を決定し

ている要因として，異質な他者に対する寛容度と

いう新たな要因が浮かび上がる。

生得的な属性ではなく人間関係要因の影響があ

ることが確認されたという知見と，同質性を前提

とする結束型行動よりも，異質性や多様性を前提

とする橋渡し型行動の，信頼や相談関係の形成へ

の効果が大きいという重回帰分析の結果との双方

をあわせて考えてみると，一連の結果が示唆する

のは，異質性への非寛容，他者の業績や能力より

も性別・年齢・国籍などの属性へのこだわりとい

う潜在要因が背後に働いている可能性である。

そこで調査項目のうち，職場の他者に対する選

好(Preference)の優先順位についての質問項目を

用いて，他者に対する職務上の寛容度について考

察してみよう。

質問では，他者に求める属性の優先順位につい

て，下記の質問項目に対して 4件法で回答を求め

たものである。（ ）内の数値は全体の平均値であ

る。能力と他要因の比較として，「国籍に関わらず

能力の高い人と働きたい」（平均 3.14）「性別に関

わらず能力の高い人と働きたい」(3.16)「転職意

向に関わらず能力の高い人と働きたい」（3.00）を
尋ねた。 

選好のうち，出生地については，「外国人よりは

日本人と働きたい」(2.64)「外国人と働くならア

ジア系の人と働きたい」（2.12）「外国人と働くな

ら欧米系の人と働きたい」（2.35）を尋ねている。

さらに，「女性よりは男性と働きたい」（2.38）「同

世代の人と働きたい」（2.41）「転職意向の少ない

人と働きたい」（2.49）等の意識を確認している。

全体として，国籍や性別といった個人属性よりも

能力を優先する近代的な業績志向が確認できる。

また，選好(Preference)に対する回答も能力同

等などの制約条件をつけなくとも，4件法で 2.5
程度，つまり「よくあてはまる」に近いのは，外

国人よりは日本人が望ましい(2.64)，転職意向は

少ない人と働きたい（2.49）である。相対的には，

同世代と働きたい，女性よりも男性と働きたい，

外国人ならばアジア系よりも欧米系と働きたいと
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いった順で，わずかに平均に差はあるが，いずれ

も 2.5 には達しない。 
選好についてはおおむね規範的回答であり提示

された各文章に対しては否定的だと言える。性別

より能力，国籍より能力優先は，調査対象者が少

なくとも規範としては前近代的あるいは昭和的価

値観から脱却しきっていることを示す。

なお，紙面上で詳細は割愛するが，これらの選

好を検討すると，一貫して，男性よりも女性のほ

うが，外資系勤務者よりも非外資系勤務者のほう

が，（性別・国籍・転職意向よりも）能力を重視す

る傾向が強い。年齢・学歴とこれらの選好のあい

だには一貫した傾向を認めにくく，単調な線形関

係ではない。個別には，20 代から 30 代前半くら

いまでは同世代と働くことを望むが，その後は年

が上がる程，同世代の人と働きたくなくなる傾向，

30 代前半の回答者の外国人の同僚や上司への寛

容度が比較的高い傾向などを確認できる。

本論に戻る。一連の回答の傾向からは，年齢，

性別などにより相対的な差は，若干あるものの，

全体としては，職場で共に働く人に対しては，前

近代的な属性要因よりも能力要因を重視している

現代ビジネスマンの意識が確認できた。

最期に，職場の協働者との信頼を左右する潜在

要因として最も注目すべき変数をあげる。それは，

他者の転職意向に関する選好である。

たとえば「転職意向の少ない人と働きたい」と

考えるのは，男性（2.58)が女性(2.33)を大きく上

回る。転職意向を気にせず，能力のある人と働く

ことを望むのは，男性(2.93)よりも，女性（3.09）
である。明かに女性よりも男性のほうが，転職意

向のある者に対するプレファレンスが低く，長期

的コミットメントを求めていることが推測できる。

ただ，詳細に見ると，男性でも，20代後半から

30 代後半にかけての回答者は，男性でも転職意向

よりも能力を優先する程度がやや高く，「自分にお

こりうること，自分との共通要素を感じられる事

象」については許容度が高いという人間らしさが

うかがえる。

転職意向に対する女性のこだわりの低さは，そ

の他の異質性についても共通するものが多い。前

述したとおり，女性は男性よりも，性別・国籍よ

りも能力を重視する程度が高い。出身地域（アジ

ア系，欧米系に）ついてのプレファレンスはほぼ

男性と同程度ではあるが，以下の外国人との働き

やすさに関する回答には，男女にわずかだが，一

貫した差がみられる。「外人との仕事は困難」(男
性 2.41，女性 2.32)「外人の上司とは働きにくい」

（男性 2.44，女性 2.23）「外人の同僚とは働きに

くい」（男性2.11，女性 2.08），「外人の部下は使

いにくい」(男性 2.29，女性 2.23)。一連の回答で

は，外国人への非寛容や抵抗感の水準はどれも男

女ともに低いが，全回答において女性が男性より

も抵抗なく外国人と働いている。

職場の外国人のなかでは，上司よりも部下より

もやはり同僚，すなわち，同世代の似たような立

場の外国人に対する抵抗感がもっとも少ないこと

にも，小さなことだが注目しておきたい。何らか

の尺度で同質的あるいは共通したものがあると協

働関係も築きやすいのである。

以上の探索的分析から導かれる結論は，以下の

5 点に要約できる。 
現代日本のグローバル化した職場で働くビジネ

スマンは，(1)当然のこととして相手の性別，国籍

よりも能力を重視するが，(2)相手の転職意向は注

意すべきポイントとみなしており，性別・国籍ほ

ど，能力に対し自明に優先度が下がるわけではな

い。さらに，(3)転職意向に対する警戒度は，男性

のほうが女性よりも高い。(4)転職意向も含め，一

般的に女性のほうが，他者の異質性に寛容であり，

外国人との協働に対する抵抗感も少ない。

 この寛容性に関する知見と，先の重回帰分析か

ら得られた対人関係性向と外国人との信頼及び相

談関係の構築に関する知見とを総合してのまとめ

は，外国人の職場定着を促進するために必要と考

えられる，日本人従業員と外国人労働者との円滑

な協働関係を築くためには，非寛容性に基づく結

束的行動ではなく，異質な他者への寛容性に基づ

く橋渡し的行動が重要である。

公私にわたる諸問題を相談し，相談される関係
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を築く。まずは安心して仕事を任せられる関係を

外国人と築く。同時に心から信頼し，信頼される

と言える関係を築く。ここまでは回答平均値から

見る限り，比較的難易度が低い。

実際の行動レベルでみると，もっともなされて

いないのが，外国人との私事の相談である。順序

でいえば，「外国人から仕事上の相談を受ける」，

「外国人に仕事上の相談をする」，「外国人からプ

ライベートな相談を受ける」，「外国人にプライベ

ートな相談をする」の順で，後者に行くほど，該

当度合いが下がる。つまり，難易度が高くなる。

 信頼が最初にあり，業務上の相談を受ける関係

から業務上の相談をする関係へ，さらにはプライ

ベートな相談をされる関係から，相談をする関係

へと，外国人との関係は進化していくようである。

これは考えてみれば，我々日本人同士でも，職場

であれ，何らかの目的をもった組織であれば容易

に認められる関係の進化過程であり，国籍や言語

に左右されるものではない。

 職場の外国人との関係の共進化を可能にしやす

いのは，相対的な差ではあるが，性別では女性で

あり，年代の近い同僚という立場の者であり，行

動パターンでいえば橋渡し型行動をとる者である。

これが本分析から得られた最も重要な知見である。 
さらには副産物的に，職場で働く他者の転職意

向が，協働者のプレファレンスに大きく影響を与

えること，一方で，自分の転職可能性が高いと考

えられる人ほど他者の転職意向に関する許容度が

高いことが明かになった。

女性労働者一般の長期的コミットメントに対す

る長年の不信感は，統計的確率論に基づく，結婚

退職の可能性，配偶者の転勤にともなう転退職可

能性，出産・育児による退職可能性のいずれか起

因することが多い。女性の継続的就労や長期的コ

ミットメントに対する不信感同様に，母国にいる

血縁者との強いつながりをもつ外国人労働者につ

いても，どうしても長期的コミットメントを確認

しにくいのが現実であろう。

だが，実はこの点をつきつめていくと，本質的

な問題は，協働者の長期的コミットメントの保障

にあることがわかる。重要なのは「簡単には辞め

ず，会社の投資分を回収できる」あるいは「一緒

に働いて貸しを作ってもいつかは返してくれる仲

間である」という確信である。男性に強くみとめ

られた，転職意向の高い者に対する優先度の低さ

がこの証左である。性別や国籍ではなく，外国人

労働者（程度こそ異なれ，より一般化すれば，お

そらく女性）の採用と活用問題の本質は，この一

点に集約される。これは本研究開始時には想定し

ていなかった，副次的発見である。だが，これが

職場の信頼と相談を基盤とする良好な人間関係形

成においてきわめて重要であることに違いはない。 
最後に，解釈上の注意と残された課題を述べる。

今回の調査はあくまでも外国人との信頼関係や相

談関係についての，回答者の自己申告による自己

認知であり，実際に相手の外国人がどう考えてい

るのかは未知である。さらに，外国人との信頼関

係についても，一人を信頼しているが，もう一人

は信頼していないといった複数の関係を考慮にい

れていない。

回答者の 3/4 の職場には複数の外国人がいるた

め，本回答から，回答者の外国人との信頼関係や

相談関係が一義的に決まるとは言えない。「全体と

して外国人と信頼しあえる」，あるいは，「信頼あ

える外国人，相談できる外国人もいる」程度の関

係が含まれているデータとして解釈すべきであり，

注意が必要である。この点，今後，複数関係デー

タの調査及びの処理手法の検討がさらに必要であ

る。

また，日本で働く外国人を対象として，彼らな

いし彼女らが日本人との相談関係，信頼関係をど

のように認知しているのか，あるいはそこに問題

点や齟齬があるならばその実態も明らかにする必

要があろう。

また，外資/非外資のみならず，企業規模，企業

業種，回答者の業種や年収，海外滞在経験の有無

や語学力など，他にも分析しうる変数は多々ある

が，本論では，対人関係行動を中心に重要なポイ

ントのみに絞って論理を構成した。そのため，分

析は網羅的ではなく，不十分な点もあろう。残さ

11/12 



外国人との人間関係 

れた変数及びその関係で，重要かつ明かにしてお

くべきメカニズムも残されていると考えている。

先の検討課題としたい。

注

i 2008年11月“ローソン社における海外高度人材活用事例に関す

るヒアリング”（リクルートワークス研究所において実施）より。

ii 質問項目には，性別，年齢，学歴，性別，職歴，職種・業種，職

場規模，語学力，外資系企業/否か，外国人との接触機会，接する

外国人の地位 （上司，同僚，部下），本人の職場満足度，転職意

向，本人の対人性向，職場の人間関係性向，外国人に対する信頼度，

外国人からの信頼度，外国人との仕事上のつきあいの深度，外国人

とのプライベートのつきあい程度などを含む。
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